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◆会員企業活動
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【CHINA LICENSING EXPO2019／ジャ
パンパビリオン出展検討企業

向け説明会】

●日時：6月20日（木）16：30～17：30（
受付：16：00～）

●会場：東京都千代田区神田小川町
2-10 日本経済広告社地下大会議室
●アクセス：https://www.adex.co.jp/

●定員：80名●参加費：無料
●お申し込み方法

下記URLよりお申し込みください。定員
になり次第、締め切らせていた

だきます
https://pro.form-

mailer.jp/fms/ba1aa8c1171498
───────────────
一般社団法人キャラクターブランド・ラ

イセンス協会
CBLA事務局 Email： info@cbla.jp

〒101-8323
東京都千代田区神田小川町二丁目10

番地
TEL：03-5282-8105 FAX：03-5282-

8459
日本貿易振興機構（ジェトロ）

デジタル貿易・新産業部 新産業開
発課 デジタル・コンテンツ班
★TEL：03-3582-1671 ★Email：

DNC@jetro.go.jp
────────────────

協会員の連携により、VIDAコーポレーションが農水省補助事業を主催

海外志向の日本人日本料理人の育成
ジャパンクオリティー維持に必須な人材を国の補助金で育成

協会員であるVIDA コーポレーションが農林水産省平成31年度食品産業海外展開支援事業のうち日本

食提供拠点構築支援事業（日本人日本料理人の海外支援事業）を昨年に引き続き受託し、連携会社とし
て同じく協会員である千房ホールディングスと和食人材プラットフォームが海外志向の日本人日本食料
理人育成支援を実施いたします。

■本物志向が増加しているが対応が困難
近年アジアを中心に世界各地で日本食レストランが増加しております。2006年2.4万店が2017年には11.8

万店10年で市場規模が約5倍に急増。しかし継続運営が命題にも関わらず現地ニーズに対応できないた

め、早期に閉店に追い込まれるケースが増加しています。近年の訪日客の増加やインターネットの普及
により、“本物の日本食を見分け本格的な日本食を求める層”も増加してきております。しかし海外に出店
する飲食店の中には、海外要員不足や要員の派遣コスト負担などにより、海外店舗のクオリティー維持
が難しい状況に追い込まれているケースが散見されます。しかも今までは進出を目的とする企業が大半
を占めていた事もあり、出店支援を行う政府絡みの支援策や民間企業のサービスはあるものの、継続運
営を支援する支援策やサービスは限定的かつ手薄と言えます。

■補助金を活用した育成のプログラム

こうした事業環境の改善を図るため農林水産省では、ジャパンクオリティーを理解している、日本人の料
理人の中から海外志向の方を選抜し、育成する事業を実施することになりました。
この事業は次の取り組みを以下の通りとなります。

文責：アジアフードビジネス協会 事務局次長 橘川昭文

■農水省からの交付決定を受け協会員が連携し支援策を実施
今回の補助事業は、農水省の交付決定を受け、主催者であるVIDAコーポレーションが協会員と連携し

連携企業として千房ホールディングス、和食人材プラットフォームの各会員企業が中心となり、農水省から
の交付決定に沿って海外での継続的運営に不可欠であり、現地からの要請が多い海外志向の日本人料
理人の育成を支援するものとなります。現在説明会の募集を開始しております。会員の皆様はもとより、
関係者の方々にもこの事業を知っていただき、是非活用の検討をよろしくお願い致します。セミナーの案
内は会報誌に添付いたします。

②育成対象者の人選
応募いただきました方の中から、国内研修を行ったうえ
で、面接をして最終的に海外研修者を選考いたします。
昨年度は国内研修に参加した受講者は45名となります。

③育成対象者の海外での研修
日本食を展開する海外に進出している日系外食企業
にて、一定 期間（10日～2週間程度）渡航費、滞在費

などを補助金から支給し、海外で展開する上で必要な
知識の習得を目的に研修を実施致します。昨年度の海
外研修生は20名となり、ヨーロッパ（ロシア）、アセアン（

タイ、ベトナム、マレーシア）、中華圏（台湾、中国福建
省）、アメリカでの研修を行いました。

①事業内容の告知と対象者の募集
本年6月下旬から日本全国8箇所（東京、大阪、札幌、仙

台、金沢、名古屋、広島、福岡）で国内にいる海外志向
の料理人を対象として事業内容の告知ならび概要説明
し、該当者の公募を実施いたします。ちなみに昨年度の
受講者は350名となります。


